
学生５人に1人「大学やめる」検討
高等教育無償化プロジェクト

FREE（FREE)調査

学生の声を文科省に届け、支援を要請しました(4/30)

民青同盟とは 社会の「ど

うして？」の根っこから学び、

解決策を見つけます。若者

の様々な願いを実現する

ためにみんなと行動する

青年の組織です。

現在は新型コロナウイル

スの影響で困っている学

生・青年の声を集め、政府

や自治体に届け、その実

現のための取り組みをおこ

なっています。

日本共産党を相談相手と

しています。

日本共産党神奈川県委員会 ℡ 045-432-2101
〒221-0822 横浜市神奈川区西神奈川1-18-12

2020年5月号外 日本共産党の見解を紹介します。

日本共産党

●休校中の学費免除 ●奨学金の返済猶予 ●アルバイト収入減への8割補償

未来の日本を担う若者を支える政策と実施を政府に緊急に求めます

安倍政権は、収入が減った世帯への

「1世帯30万円給付」という案を撤回

し「1人10万円給付」する方針を決め

ました。これは日本共産党など野党が

求め続けてきたもので世論の力です。

学生・国民の声で状況を変えています

一律10万円給付決定

新型コロナウイルスに関する学

生生活実態緊急調査中。

あなたの声

をお寄せく

ださい。（右

QRコードから

アンケートに)

民青同盟神奈川
県委員会が

民青同盟神奈川県委員会は4月30日、
萩生田文科大臣にあて、新型コロナウ
イルス感染拡大に伴う学生の負担に応
える支援を要請しました。中村県委員
長は民青県委員会がおこなったアンケー
トに寄せられた「母子家庭、授業料の
支払いが不安」「バイトを切られた」
「公務員試験がずれ込み、試験が重なっ
てしまった」声などを紹介。◆学費減
額◆奨学金返済猶予◆オ
ンライン化授業のための
支援◆就職不安をなくす、
ことなどを求めました。
文科省担当者から奨学

金や授業料の減免でコロ
ナ対応をとったこと、実

習が実施できず単位がとれなくなるこ
とについて、代替措置をとるように専
門学校に通知していることが報告され
ました。

通信費５０Gまで無料に
オンライン授業の通信費について通

信事業者と交渉し５０Gまで無料の措
置をとることを表明していることが報
告されました。

オンライン授業のための通信費を無料に（文科省）
（５０G、５月まで、１部
６月まで ２５歳以下）

学生のみなさんへ

文科省に要請する中村県委員長（前列右から３番目、右隣にはたの議員）

コロナ禍

署名集め、学生に一律給付金など次々

◆明治学院大学：5万円

◆神奈川大学：5万円

◆青山学院大学：5万円

◆東海大学：1万円

◆鶴見大学：10万円

◆東洋英和女学院大学：3万円

◆日本女子大：3万円

◆北里大学：5万円

◆女子美術大学：5万円

◆東京農業大学：5万円

〈5/1現在 県内の大学HPより〉



コロナQ&A

Ａ 文部科学省は、３月
２６日に、「新型コロナ
ウイルス感染症に係る影
響を受けて家計が急変し
た学生等への支援等につ
いて」との事務連絡を出
しています。そこでは、
４人世帯で年収が３８０
万円以下（住民税非課税
世帯とそれに準ずる世帯）

の世帯の学生に、授業料・
入学金の免除・減額とと
もに給付型奨学金を支給
するとしています。２０
２０年４月からのスター
トですが、申し込みをま
だしていない学生は、４
月以降も申し込みができ
ます。申請方法は、(1)
申し込み案内などを学校
から受け取る、(2)申し
込み案内にもとづき必要
な書類をそろえる、(3)
学校に必要な書類を提出
する―です。各学校の学
生課や奨学金窓口に相談
してください。

Ａ バイトも労働者で
す。労働契約法上、不
当な理由で一方的な首
切りはできません。同

意なしの時給引き下げ
も違法です。
日本共産党は、バイ

トの減収にたいしても
８割補償する支援策を
提唱しています。また、
休校や構内立ち入り禁
止期間については、授
業料を国が全額補填し
て返還するなどの支援
が必要です。奨学金の
返済猶予など負担軽減
を求めています。

詳しくは日本共産党県委員会：青年・学生向けHPで

Ａ そもそも、内定とは
「始期付解約権留保付労
働契約」といわれ、労働
契約を会社と個人が結ん
だことになります。それ
を破棄することは、解雇
権の乱用に当たると最高
裁も判決を出しています。
日本共産党の宮本徹議

員は３月６日、倉林明子
議員は３月２４日、衆参
両院厚生労働委員会でこ

の問題を取り上げました。
加藤勝信厚生労働相も、
「内定取り消しは、客観
的に合理的な理由を欠き
社会通念上相当であると
認められない場合は無効
と申し上げたい」と述べ
ています。
新年度に入っても、内

定を出したまま、入社時
期を延期している会社も
あります。心配な方は、
ぜひ、全労連の労働相談
ホットラインなどに相談
してください。また、厚
生労働省も内定取り消し
の回避に向けた事業主へ
の指導に乗り出し、就職
支援をするための専用の
窓口を設置する予定です。

Q授業料
の減免制
度は？

Q 内 定
取り消
された

Q バ イ
トもで
きませ
ん

政府が進めてきた「地域
医療構想」の掛け声での急
性期病床削減、公立・公的
病院の統廃合、保健所の削
減など、医療・社会保障の
削減路線をこのまま続けて
いいのか。国民の家計・内
需を犠牲にしながら外需頼
みを続けてきた経済政策が、
いかに危険で脆弱（ぜいじゃ
く）なものであるかが、う
きぼりとなっています。

世界を見ても、ＥＵの緊
縮路線＝社会保障切り捨て
路線の押しつけがイタリア
の悲劇をもたらすなど、新
自由主義＝市場原理主義を
このまま続けていいのかが
問われています。
新型コロナ問題は、日本

の政治、経済、社会のあり
方についてこれでいいのか
を鋭く問うものになってい

るのではないでしょうか。

日本の政治、経済、社会のあり方が問われている

日本共産党や民青同盟の活動に関心のある方は以下にご連絡ください

●日本共産党神奈川県委員会 kanagawaseigaku@gmail.com

●民青同盟神奈川県委員会 dyljkanagawa@gmail.com


